
第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
8-6-1　感染症①
CV 感染リスクの減少を目指す、固定方法や消毒薬剤の検討

富家病院

とう じゅんせい

○唐 順生（看護師），伊勢野 まりえ，楊 帥

「はじめに」
当病棟は CV カテーテル挿入をされている患者様が多い。
カテーテル管理上で手順・方法が徹底されておらず、感染のリスクを高めている可能性がある。手順や方法の
統一、消毒薬剤の検討を行い、感染のリスクの減少に働きかけることができるか検討する。

「方法」
消毒薬剤は、当病院で CV カテーテルの皮膚消毒に使用しているポピドンヨード消毒薬と、現在 CDC ガイド
ラインで推奨されているクロルヘキシジン 1％消毒薬を使用する。
1、手順、方法統一前（イソジンのみ）2、統一後（クロルヘキシジン、ポピドンヨード）薬剤を使用した消毒
前後に培養検査を行い、カテーテル菌定着率の比較を行った。

「結果」
両消毒薬の消毒前後で菌の検出は認められなかった。

「考察」
今回の研究では両薬剤の有意差は認められなかった。しかし有色する点や乾燥時間を考えると、視野の明瞭性、
業務効率、患者の負担等を見込める可能性がある。しかし、イソジンは 1 本 40 円、1％クロルヘキシジンは
47.5 円であり、医療材料の金額も考慮していくことが必要。

「終わりに」
普段行っているケアの統一性や正当性等考えながらケアを行うことが、さらなるケアの向上につながると思う
ので、今後も引きつづきスタッフ間で連携を図りながら看護をしていきたい。
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8-6-2　感染症①
慢性期病院における AST ラウンドの取り組みと活動報告

1 鶴川サナトリウム病院　薬局，2 鶴川サナトリウム病院　検査科，3 鶴川サナトリウム病院　看護部，
4 鶴川サナトリウム病院　医局，5 昭和薬科大学　薬学部

ふかさわ かな

○深澤 香菜（薬剤師）1，長谷川 さわの 1，山本 朝日 2，志村 朱美 2，桑野 千種 3，渡部 仁子 3，金子 恭平 1，岡田 豊博 4，
角家 明文 4，高木 彰紀 5

【はじめに】
抗菌薬適正使用支援チーム（AST）とは、感染症の際個々の患者に対して最大限の治療効果を導くと同時に
有害事象をできるだけ最小限にとどめ、感染症治療を最適化することを目的として主治医の治療支援を行う
チームのことである。今回、院内感染対策を強化するために院内感染対策ラウンドの見直し・変更と新たにリ
ンクスタッフによる取り組みを始めたので報告する。

【方法】
2018 年度より AST ラウンドを開始した。
内容は①長期処方ラウンド（点滴抗菌薬 14 日以上）②特定抗菌薬使用ラウンド③耐性菌ラウンドである。
ラウンド開始前後の 2017 年度と 2018 年度で院内の抗菌薬使用状況の変化を後ろ向きに調査した。

【結果】
長期処方は 2017 年度 12 件、2018 年度 23 件であった。14 日を超える長期処方での平均処方日数は 2017 年度
20 日間、2018 年度 19 日間であった。AST ラウンドの結果、2018 年度の 23 件に対して培養検査提出 6 件、
抗菌薬中止 1 件、抗菌薬変更は 1 件をコンサルティングした。
その後、ICT でフォローラウンドチェックリストの作成、2019 年度からリンクスタッフによるフォローラウ
ンドを開始している。

【考察】
長期処方は 14 日以上処方された時リストに抽出されているので、未然に長期投与を防ぐためにはより早期の
段階で介入を行う等運用上の問題点も明らかにできた。しかし、さらに長期化する前にASTラウンドを実施し、
AST よりコンサルティングすることで平均処方日数の減少に繋がったと考えた。AST ラウンドによって、適
切な抗菌薬使用に繋がったことが示唆される。また、リンクスタッフによるフォローラウンドを実施すること
で、病棟へすばやく情報共有し、対策を考えることが出来たとともに、各病棟の問題点抽出が行えた。今後は、
14 日を超える前に介入できる方法の模索や病棟での感染対策手技の統一方法を考え、適切な抗菌薬使用と耐
性化予防に繋げることを目標に活動したい。
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8-6-3　感染症①
当院における感染制御チーム・抗菌薬適正使用支援チームの活動報告

博愛記念病院

ふじもと りくし

○藤本 陸史（薬剤師），梅井 康宏，阿部 日登美，猪内 秀和，前 京子，元木 由美

［背景］
薬剤耐性（AMR）対策アクションプランでは抗菌薬使用削減、抗菌薬適正使用、耐性菌の減少が掲げられた。
2018 年度の診療報酬改定で抗菌薬適正使用支援加算が新設されたが、当院では以前から ICT と兼任して抗菌
薬適正使用支援チーム（AST）の活動を行っている。
 

［目的］
2018 年 4 月から特定抗菌薬申請許可書の書式変更（qSOFA や抗菌薬の追加）による抗菌薬使用状 況や血液
培養 2 セット採取率、TDM 実施率のプロセス指標、耐性菌サーベイランスや抗菌薬感受性率、死亡退院率の
アウトカム指標を評価する。
 

［対象］
2016 年 4 月～ 2019 年 3 月を対象期間とする。

［方法］
感染防止対策加算 2 に準じた ICT の活動に加えて、広域抗菌薬使用患者、血液培養陽性患者など を対象とし
た AST ラウンドを週 1 回行う。
 

［結果］
MRSA、ESBL 産生菌の新規検出率は 0.33％→ 0.28％、0.72％→ 0.35％へ減少した。血液培養 2 セット採取率、
TDM 実施率は 90％以上であった。AUD では ABPC/SBT、PIPC は増加傾向、EPM、LVFX は低下し、
VCM 使用は極少量であった。死亡退院率に変化はなかった。
 

［考察・結論］
AST ラウンド、特定抗菌薬申請許可書の変更により ICD からのフィードバックが行われ Definitive therapy
へ誘導できた。耐性菌サーベイランスでは MRSA や ESBL 産生菌の検出数は多いものの新 規検出率は低下し
ており、感染対策は良好であると示唆された。広域抗菌薬の使用は抑えられて いるが死亡退院率に変化がな
いため抗菌薬は適正使用であったと考えられる。
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8-6-4　感染症①
慢性期病院における院内感染と抗微生物剤の推移

1 洞爺温泉病院　ICT，2 洞爺温泉病院　診療部

みずたに かずひさ

○水谷 一寿（薬剤師）1，佐藤 貴範 1，齋藤 美緒 1，上田 修 1,2，中谷 玲二 2

【目的】AMR 対策のヒトに関しての成果目標は、耐性菌の低下および抗微生物剤使用量（以下 AMU）減少が
求められる。院内感染は、入院期間の延長・医療コストの増大や、医療従事者への感染など多大な不利益を生
じる。慢性期病院において院内感染対策の効果と AMR アクションプラン成果目標を中間評価する。

【方法】対象期間は、2013-2018 年。院内感染の発生指標として入院 3 日目以降の注射用抗微生物剤を院内感染
とし、連続した投薬期間の件数・日数を年次的に調査した。AMR の指標として、2013-2018 年の AMU を調
剤支援システムより、延べ入院患者数を医事統計より後方的に収集し、注射用 AMU は、AUD1000bed で集
計を行い、内服用 AMU は、内服用抗微生物剤 g/（外来処方枚数 + 入院臨時処方枚数）× 1000 の計算式で動
向を調査した。

【結果】2013 年と 2018 年の比較では、院内感染が 355 件→ 224 件（OR：0.631,95％ CI：0.415-0.96）と有意に
減少し、院内感染の割合として 87％→ 81％へ減少した。抗微生物剤の使用期間は 6.77 日→ 7.88 日（Ttest：
p<0.05）へ増加した。院外感染は 52 件→ 52 件と変化はなかった。注射用 AMU は、AUD1000bed の総計と
して 26.83 → 22.81 と 15％減少した。内訳として、CTRX（5.69 → 10.18）、SBT/ABPC（0.04 → 2.07）と増加
したが、その他、TAZ/PIPC（1.84 → 0.95）VCM（1.26 → 0.49）などが減少している。内服用 AMU は、
CCL：2.8 → 39 な ど が 増 加 し、CFPN-PI：59 → 5.2、CAM：96.9 → 17.6、LVFX：70.9 → 28 な ど は 減 少、
AMPC：67.6 → 58.8 は変化がなかった。

【考察】入院直後の感染症治療に変化はないが、院内発症の感染は減少している。注射用 AMU は減少傾向に
あり、特に広域抗微生物薬や抗 MRSA 薬が減少傾向にある。内服用 AMU は、キノロン・マクロライドは大
幅に減少し、セファロスポリンは狭域薬の選択が増加し薬剤選択が変化している。院内感染対策の効果や啓蒙
活動の成果として、抗微生物剤の使用が減少したと考えられる。
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8-6-5　感染症①
入院時の尿から検出された ESBL 産生菌の臨床的背景と追跡調査

1 岸和田平成病院　検査部，2 岸和田平成病院　診療部

おがわ まりえ

○小川 真理絵（臨床検査技師）1，鈴木 めぐみ 1，浅野 則子 1，谷口 尚恵 1，武部 真弓 1，松本 和子 2，久米 庸一 2，
荒尾 徳三 2

【背景】
 近年、extended spectrum β -lactamase（ESBL）産生菌の検出頻度の増加や医療機関での蔓延が感染症治療
上で問題となっているが、慢性期医療現場での検出頻度や患者背景に関するデータは少ない。
 【目的】
 回復期リハビリテーション病棟および療養病棟への入院患者の入院時の尿から検出された ESBL 産生菌の臨
床的背景の検討と追跡調査を行うこと。
 【方法】
 2018 年 4 月から 1 年間の間に当院へ入院した 343 例を対象に、入院時の ESBL 産生菌陽性率を調査した。次
に ESBL 産生菌保菌の有無と年齢、性別、日常生活自立度、排泄方法などの臨床的背景との関連を検討した。
尿 ESBL 産生菌陽性者は入院中に陰性化したかどうかの追跡調査を行った。
 【結果】
 入院時の尿から ESBL 産生菌は 343 例中 32 例で分離され、陽性率は 9.3% であった。尿 ESBL 産生菌陽性例
は男性 6.8％（10 例 /146 例）に対し女性 11.2％（22 例 /197 例 ) で女性がやや陽性率が高かった。陽性率は年
齢では大きな差はなかった。日常生活自立度では陽性率は J 群が 0％、A 群が 3.0％、B 群が 11.3％、C 群が
11.2％で、J 群および A 群に対して B 群および C 群が有意に高かった（P ＝ 0.03）。排泄方法では排泄自立（6.3%）
やオムツ（10.3%）に対し留置カテーテル挿入症例（26.1%, P=0.01）で陽性率が有意に高かった。入院中の
ESBL 産生菌の陰性化は 40.6%（13 例 /32 例）であった。ESBL 産生菌の陰性化は女性で有意に少なかった（P
＝ 0.02）。32 例の尿 ESBL 産生菌陽性例の転帰は陽性持続が 59.4％、自然に陰性化した症例が 21.9％、抗生剤
使用後に陰性化した症例が 18.8％であった。
 【結語】
 回復期リハビリテーション病棟および療養病棟への入院患者において、入院時尿から ESBL 産生菌の陽性率
は約 9％で、留置カテーテル挿入症例および日常生活自立度の低い症例が多い結果であった。また、入院中の
ESBL 産生菌の陰性化率は約 41％であった。
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8-7-1　感染症②
当院における障がい者病棟での疥癬とその対策について

静岡徳洲会病院

やまのうえ ひろき

○山之上 弘樹（医師），望月 美孝，山田 将太，奥村 仁志，石谷 智代

【はじめに】
当院の障がい者病棟で疥癬が発見されたが予防内服で感染拡大を防ぐことができたため、その経過につき報告
する。

【発見の経過】
２０１９年３月８日障がい者病棟で通常疥癬が１名発見されたため、感染予防対策を開始した。

【対策】
病棟の大半が寝たきりの状態であるため、皮膚同士の接触時間が長時間に及ぶ事を考慮し、患者に接触した可
能性のある医療従事者全てと疥癬患者の同室者にストロメクトールの予防内服を行った。さらに疥癬患者の関
係者が面会時に皮膚に長時間触れていたため、関係者にもストロメクトールの予防内服を行った。その後スタッ
フ１名が疥癬と診断されたため、スタッフ家族にもストロメクトールの予防投与を行うとともに、病棟の入院
患者全員にストロメクトールの予防内服を追加施行した。４３名の医療従事者と３７名入院患者、さらに患者
関係者１名、職員家族１名合わせて８２名に対し予防投与を施行した。その後患者、スタッフともに新規の発
生は認められなかった。

【考察】
疥癬は医療機関内で発見された場合は流行を起こすことがあると知られている。疥癬が発見された場合感染拡
大を防ぐためストロメクトール一斉予防投与が行われるがその予防投与を行う範囲の判断には苦慮することも
多い。今回当院では看護師、看護助手、臨床検査技師、病棟事務職、放射線技師、臨床工学技師に対し予防投
与を行い、患者は同一病棟で医療従事者が濃厚に接する患者全てに一斉の予防投与を行い、その結果新たな疥
癬発生は見られなかった。疥癬は病院内に入り込むと対応に苦慮し、流行が拡大した場合病棟閉鎖に追い込ま
れることもある。また対応の長期化で職員の士気がさがり、疲労が蓄積してしまうため、短期間での終息が求
められる。今回我々は広範囲に一斉治療を行うことによる一度の集中的な対応で疥癬拡大を防ぐことができ、
今後の対応に大きな示唆となると考え報告した。
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8-7-2　感染症②
高齢者介護施設における耐性菌水平伝播の検討

1 上條記念病院，2 介護老人保健施設ローズガーデン，3 長野県感染対策研究会，4 信州大学医学部病態解析診断学，
5 信州大学医学部附属病院臨床検査部

こじま しょうじ

○小島 昌治（医師）1，上條 裕朗 1，上條 賢介 1，上條 節子 2，西窪 昌子 1，畑中 晴美 1，久保 征志 1，松本 剛 3,4，
本田 孝行 3,4,5，春日 理恵子 3,5

【目的】長期療養を行う介護施設での薬剤耐性菌 (AMR) 保菌率が高いことから施設内での AMR 水平伝播が懸
念されてきたが、水平伝播の存在は証明されていない。本研究は介護施設での MRSA、ESBL 産生大腸菌、カ
ルバペネマーゼ産生腸内細菌科細菌 (CPE) の保菌状態を調査し、DNA 解析により水平伝播の有無を評価し、
施設感染対策に資することを目的とした。

【方法】医療法人心泉会、社会福祉法人心泉会所管の介護施設 ( 介護老人保健施設 1 施設、ケアハウス 1 施設、
有料老人ホーム 8 施設 ) の全入所者を対象に検体採取を行い、鼻腔スワブ採取検体 (n=212) から MRSA、
MSSA を、便スワブ採取検体 (n=202) から ESBL 産生大腸菌、CPE を検出し、検出された MRSA、MSSA、
ESBL 産生大腸菌に関しては POT 法による DNA 型判定を行った ( 信州大学医学部附属病院で実施 )。

【結果】耐性菌検出率は MRSA 18/212 例 8.5%、ESBL 産生大腸菌 48/202 例 23.8%、CPE 2/202 例 1.0%(2 株と
も IMP-1 型 ) であった。POT 法による DNA 解析を便保菌である ESBL 産生大腸菌 (n=48) と鼻腔保菌である
MRSA+MSSA (n=49) で比較検討した。MRSA+MSSA では 41 の POT 型が認められ、その殆どが利用者 1 名
からの検出であった。3 つの POT 型では同一施設内の利用者 2 名から検出が認められた。ESBL 産生大腸菌
では 27 の POT 型が認められ、7 つの POT 型では同一施設内の利用者 2 名以上から検出が認められた。特に
小規模の有料老人ホーム 1 施設では検査を施行した 5 名全員から ESBL 大腸菌が検出され全て同じ POT 型で
あった。

【考察】①鼻腔や皮膚に常在するブドウ球菌では施設内の水平伝播は起こり難い。②便や尿を介して、またオ
ムツ交換などの手技を介して伝播する ESBL 産生大腸菌では抗菌薬使用の少ない施設内においても水平伝播が
起こると考えられる。この結果に基づきオムツ交換手技マニュアルの改訂と実技指導、利用者の排泄時に職員
の介助とトイレの消毒 ( ドアノブ、便座等 )、手指衛生の徹底、実施状況のモニターを進めている。
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8-7-3　感染症②
CPE 保菌者対応と排泄に関する感染予防策の強化

1 上條記念病院，2 介護老人保健施設ローズガーデン，3 長野県感染対策研究会，4 信州大学医学部病態解析診断学，
5 信州大学医学部附属病院臨床検査部

にしくぼ まさこ

○西窪 昌子（看護師）1，清水 尚子 1，久保 征志 1，藤森 淑江 1，上條 節子 2，小島 昌治 1，上條 賢介 1，上條 裕朗 1，
松本 剛 3,4，本田 孝行 3,4,5

【背景】
  慢性期医療機関へ入院患者を送ることが多い介護施設での薬剤耐性菌の保菌状態を把握するため、長野県感
染対策研究会の援助を得て当法人全介護施設入所者を対象に便保菌の検索を実施。その結果、カルバペネマー
ゼ産生腸内細菌科細菌 (CPE) が 2/202 例で検出され、基質拡張型β - ラクタマーゼ (ESBL) 産生大腸菌の DNA
解析より、施設内での水平伝播の存在が強く疑われた。排泄に関連した水平伝播予防策強化のため、CPE 保
菌者 2 名を介護医療院に収容し、行動の十分な観察とそれに基づく感染拡大予防策の立て直しを行った。
  【観察結果と標準予防策、接触感染予防策の強化】
	 ①  CPE 保菌者 2 名は認知症があり、徘徊や失禁、便いじりにより周囲の汚染が認められた。家人の了解を
得てオムツの常時使用を開始、1 名は放尿や便いじりが頻回にあり、やむを得ない状況としてつなぎ着用とし
た。トイレでの排泄時は職員が介助し、便器とドアノブを拭き取り消毒し、排泄後の手指衛生を徹底した。2
名とも自力で食事摂取をするため食事前の手指消毒を徹底した。
	 ②  2 名の保菌者の免疫状態を良好にするため、食事内容を評価し食事の改善を試みた。
	 ③  夜間や小規模有料老人ホームに対応するため 1 名でのオムツ交換手技マニュアルを見直し、感染対策に
視点を置き実技指導を実施。
	 ④  職員の手指消毒など標準予防策の再確認。
  【今後の課題】
	 ①   排泄介助とトイレの消毒、オムツ交換手技の改善、食事前の手指消毒などを標準予防策の中に組み込み、
施設、病院で実施し、継続の必要あり。介護現場の状況と入所者の行動を継続して観察し、個別の対策が必要。
	 ②   対策のマニュアル化と職員教育の繰り返し及び実施モニターの継続が必要。
	 ③   CPE 保菌者 2 名は 2 回目の培養で陰性化したが完全に消失したとは言えない。入院治療必要時、特に抗
菌薬を使用する際には CPE が大量に排泄されるリスクがあり、徹底した個室隔離が必要。
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8-7-4　感染症②
病院内ユニホームの細菌汚染の現状

福島寿光会病院　看護部看護科

はら ななえ

○原 七重（看護師），近内 光代，芳賀 伸一，木田 雅彦

【はじめに】医療関連感染は、医療従事者が媒介となることが知られている。当院では、全介助者が 9 割ほど
を占め多職種で介助が行われている。ディスポエプロンの使用と手指消毒の徹底を図っているが、ユニホーム
の汚染については検討したことがない。自宅での洗濯も多く家庭への伝播も危惧されるので、ユニホームの細
菌培養検査を実施した。【方法】令和元年 6 月 25 日から 7 月 2 日間で、当院の薬剤師 1 名、技師 5 名、看護師
22 名、介護士 13 名、助手 2 名のユニホームの腹部から、日勤者は午後、夜勤者は帰宅前に、スワブにて検体
を採集した。また、コントロールとして 2 名の洗濯直後のユニホームから検体を採取した。培養と菌種同定は
ＢＭＬに依頼した。なお、採取日までの連続着用日数と洗濯場所についても調査した。【結果】総数 45 件中、
培養陰性は 1 名のみであった。陽性は、黄色ブドウ球菌（MRSA 陽性）11 件、CNS24 件、ミクロコッカス属
6 件、腸球菌属 1 件、コリネバクテリウム属 2 件、バチルス属 20 件、シュウドモナス属 23 件、アシネトバクター
属 2 件であった。検出数は 20 から 1000CUF 以上であった。緑膿菌は検出されなかった。また洗濯直後から
の採集では、2 件ともシュウドモナスのみ検出された。黄色ブドウ球菌は技師とリハビリ職員からは検出され
なかった。【考察】職種に関係なく、また洗濯直後でも検出されたシュウドモナス属は緑膿菌以外であり、他
の細菌も含め人体や環境に常在する。この期間に、緑膿菌感染とＭＲＳＡ感染の患者が存在したので、患者介
助者伝播なら両者が検出されてもよい。しかし緑膿菌は検出されていない。MRSA は看護師介護士のみの検
出であり伝播の可能性が否定できないが職員の持つ常在菌の可能性もある。MRSA の遺伝子解析がないので
これ以上の言及は控える。いずれにしても、ユニホームは不潔であり、洗濯方法や洗濯場所について考える必
要がある。
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8-7-5　感染症②
病院感染対策における病院清掃の見直し

1 岸和田平成病院　看護部，2 岸和田平成病院　薬剤部，3 岸和田平成病院　検査部，4 岸和田平成病院　診療部

ごん りえ

○権 梨恵（看護師）1，馬場 幸雄 2，鈴木 めぐみ 3，竹田 久美 1，松本 和子 4，荒尾 徳三 4

【背景・目的】
病院感染対策の一環として、病院清掃を含めた病院環境整備を正しく行うことは重要である。本研究の目的は
病院清掃について見直しを行った効果を明らかにすることである。

【方法】
研究期間：2019 年 2 月～ 6 月。研究対象：清掃スタッフ 6 名、平均年齢 63 歳（50 ～ 71 歳）。介入方法：画像
を中心としたわかりやすい清掃マニュアルの整備、病院感染対策委員会への出席、感染対策や清掃手順の説明
および意見交換などの勉強会の実施。研究方法は介入前後の無記名アンケート調査。

【結果】
清掃スタッフへのアンケート調査では、手が触れる環境表面の清掃の重要性について、便座・ドアノブははじ
めから多くのスタッフが理解していた。一方、ベッド柵は半分のスタッフが認識していた。水道コックと手す
りは当初重要性の認識が低かったが、介入後に増加した。次に、介入を継続することによって手指消毒および
手袋交換の目的が病院感染対策であると理解され、手指消毒使用回数と手袋交換回数が増加した。また、清掃
方法は個人でばらばらに行っていたが、マニュアルにより清掃の手順が統一された。

【考察】
清掃スタッフは一般的な清掃方法には問題がなかったが、感染対策に関する知識が不十分であったと考えられ
るため、病院感染対策委員会による継続的な教育が必要である。清掃スタッフが病院感染対策委員会へ参加す
る事で意見交換が容易となり、感染対策への認識の変化が生まれたことが示唆された。

【結語】
病院感染対策における病院清掃を正確に行うためには、清掃スタッフへ病院清掃を含めた病院環境整備に対す
る継続的な指導が重要であると考えられる。
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8-8-1　癒し・療養環境
おむつ交換時の臭気に対するビニール袋と消臭剤を用いた消臭方法の検討 
- より良い環境の提供を目指して -

日の出ヶ丘病院

やまだ ひでのり

○山田 英範（看護師）

目的
 おむつ交換時に排出された病室内の排泄物臭を、院内で簡便に使用できる物品を用いて消臭する方法を検討
する。
  
方法
　排便のあった病室で、おむつ交換前からおむつ交換 10 分後までの臭気を複数名の嗅覚で測定。6 段階臭気
強度表示、9 段階快・不快強度表示をスケールとして用い、消臭対策をした場合と、しない場合の結果を比較
した。消臭対策は 3 つの消臭方法を実施した。方法 1. 排泄物で汚染された物品をビニール袋に密閉する。方
法 2. おむつ交換前に消臭スプレーを噴霧する。方法 3. おむつ交換直前に消臭スプレーを噴霧し、排泄物で汚
染された物品をビニール袋に密閉する。
 
結果
　ビニール袋を使った方法では、対策しなかった場合に比べておむつ交換直後の臭気強度の増加は少なかった
が、不快強度はより増加した。消臭スプレーを使った方法では、対策しなかった場合に比べておむつ交換直後
の臭気強度、不快強度ともにより増加したが、5 分後、10 分後に大きく減少した。ビニール袋と消臭スプレー
の併用では、対策しなかった場合に比べておむつ交換直後の臭気強度、不快強度ともにより増加したが、5 分後、
10 分後に大きく減少した。消臭スプレー単体に比べて、5 分後、10 分後の不快強度がさらに減少した。
  
結論
　ビニール袋を使った方法は、臭気の発生源が空気中に暴露される時間を短縮することで臭気の拡散を防ぐこ
とができる可能性が示された。消臭スプレーを使った方法は、おむつ交換直前の噴霧で臭気の拡散を防ぐこと
はできなかったが、おむつ交換後の消臭時間を短縮できる可能性が示された。
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8-8-2　癒し・療養環境
環境音を意識して

社会医療法人　慈恵会　聖ヶ丘病院　看護科

ほりかわ このみ

○堀川 このみ（介護福祉士），山田 みゆき，田中 千代美，宍戸 由美

【目的】病棟に於ける日常業務の中で無造作に作られる不快と感じる音に着目した。日常業務の中で職員が作
り出す不快と感じる環境音を明確にし、患者の立場を体験することで不快と感じる環境音の改善に取り組んだ。

【方法】患者 10 名 ( 認知症レベル自立～Ⅱ ) 病棟職員 33 名 ( 看護 16 名介護 17 名 ) を対象に介入前後の聞き取
りとアンケート調査、病棟廊下の両端、中央廊下の 3 ヶ所にて 5 日間 24 時間にわたって騒音測定を行った。
病室での疑似体験は部屋をランダムに選択し午前、午後、夜間に 15 分程度、職員が不快と感じる環境音を測
定器にて測定を行った。

【結果】介入前の調査から患者の不快と感じる環境音は職員の話し声、職員の足音、配膳時の食器音、ワゴン
の移動音との回答があった。騒音測定では廊下の収納棚の開閉音、配茶をするワゴンが 90 ～ 110㏈と高数値
であった。そこで職員の話し声や足音に対しては意識対策として業務伝達はより近くにて行い、足音は互いに
声を掛けあった。ワゴンの移動音に対してはタイヤの掃除を行い、タンスや収納棚の開閉音には隙間テープを
貼り消音対策を図った。配膳時、外した蓋が重なり合う食器音は蓋入れカゴを配膳車の上からワゴンへ変更し
たことで投げ入れる動作が置く動作へ変化した。介入後の 24 時間騒音計による騒音調査では 8 ～ 30㏈低下し、
職員のアンケート調査では音に関し意識するようになったと回答があった。
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8-8-3　癒し・療養環境
統合失調症を併発した知的障害患者への支援

大内病院　訪問看護

しまむら あつし

○島村 敦（作業療法士）

［背景］ 現在日本では成年期以降の知的障害・精神障害患者のうち約 400 万人が地域で生活をしている。 特別
支援教育は徐々に充実してきているが、普及以前に義務教育を終え、適切な教育を受けられずにそのまま地域
で暮らしている人も少なくない。

［目的］ 児童期、青年期に適切な教育を受けられずに地域で生活をしている対象を支援する機会を得たため、
関わりの中で服薬コンプライアンスや QOL の向上を目指していく。

［対象］ 60 歳代男性。当院に外来通院中の知的障害を抱えた慢性期統合失調症患者。中学校卒業後から現在ま
でアパレル・雑貨のプレス工場に勤務し、単身生活を送っている。単語を中心とした会話は可能であるが、読
み書きはひらがなの一部と自分の名前が分かる程度。疾患や服薬に対する理解 は今ひとつで、怠薬や医療中
断に陥ってしまう可能性も残っている。

［方法］ 週 1 回の訪問看護を実施。精神障害者保健福祉手帳の更新やエアコンの購入といった目標を設定し、
ひらがなや住所、氏名の読み書きを学ぶ。疾患教育も並行し、服薬確認や血圧測定を一緒に行う。復習を兼ね
た次回訪問日までの課題を与え、自主訓練も促していく。

［結果］ 読み書きの能力は少しずつ向上。住所や氏名の記入は抵抗なく行えるようになった。疾患に対する理
解は徐々に深まり、薬剤情報提供書を読みながら、薬の理解も深め服薬は習慣化。エアコンの購入やゴミの適
切な投棄、読書の開始など、日常生活にも変化が見られた。

［考察・結論］ 対象は適切な教育が受けられないまま社会で暮らしていたが、関わりの中で読み書きの能力向
上とともに、疾患に対する理解を深め服薬コンプライアンスも向上。興味の幅は拡大し、日常生活や余暇の過
ごし方にも変化が見られ、QOL の向上に繋がったと考えられる。対象以外の知的障害、精神障害患者にも多
くの可能性は残されているのではないだろうか。
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8-8-4　癒し・療養環境

「自分の言葉で文章を作りたい」 
～筋萎縮性側索硬化症患者への意思伝達装置の導入～

総泉病院　リハビリテーション部

さいとう あやか

○齋藤 綾香（作業療法士）

【報告の目的】
人工呼吸器管理の筋萎縮性側索硬化症 ( 以下 ALS) の対象者に対し , 意思伝達装置を導入した . その結果 , 本人
の QOL 向上や社会参加に繋がった為 , 介入方法を報告する .

【事例紹介】
70 代後半男性 . 作家 . 趣味はエッセイ作りと手紙のやりとり .X-2 年右下肢と左上肢の筋力低下が生じ ,X 年
ALS の診断 . 呼吸筋麻痺が先行し ,X 年 +1 年人工呼吸器装着 . 在宅療養困難な為 ,X+2 年当院入院 .

【作業療法評価】
本人の希望 : 自分の言葉で文章を作りたい .
コミュニケーション : 読唇 , 指さしにて 50 音表を使用 .
関節可動域 : 左上肢に制限あり . 筋力 : 右上肢 MMT4, 左上肢 3. 右手指握り動作可能 . 右上肢挙上可能 .
ALS 機能評価スケール :(ALSFRS-R)2 点 , 厚生労働省　重症度分類 : 重症度 5.FIM37 点 .MMSE 24/28 点 . 心理
面としては「何も出来なくなった」と失望や落ち込みあり .
生活満足度スケール ( 角谷 ):-2/57 点 ( 抜粋 ).

【介入の基本方針】
エッセイを書けるようにし , 自己効力感を生み出す .

【作業療法実施計画】
希望聴取 , 機器ごとの差異の説明 , 入力スイッチの選定 , ポジショニング , 業者と連携しセッティング , 病棟へ
の情報伝達 , 機器の操作説明 , 家族への説明 .

【結果】
意思伝達装置は伝の心を選択 . 操作は症例のみで一通り可能 . 導入 1 週間で毎日 1 通 240 文字程度の手紙を書き ,
友人とやりとりしたとの事 .2 週目より 280 文字程度のエッセイを作成 . 日々の楽しみが出来たと発言あ
り .MMSE25/28 点 . 生活満足度スケール ( 角谷 )7/57 点 .

【考察】
本症例は明確な目的があった為 , 早期より本人の望む意思伝達装置の導入が行えた . 障害受容の段階に合わせ ,
成功体験を繰り返し , 能動的に学べるよう関わった事で円滑に操作方法を獲得出来た . その結果 , 日常的に趣味
活動を再開出来 , 症例にとって有意義な時間が増えた為 , 生活満足度スケールの改善が見られ ,QOL の向上に
繋がったと考える .
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8-9-1　感染症③
2018/19 シーズンのインフルエンザ流行を振り返って 
～全館閉鎖から解除まで～

三条東病院

おな ひでとし

○小名 英利（薬剤師），佐藤 涼子，中澤 順子，五十嵐 公徳，三国 健一，榎本 悟

【はじめに】当院は 2018 年度にインフルエンザのアウトブレイクを 5 回経験した。今回は 2019 年 1 月 30 日に
集団発生し全館閉鎖となった事例について報告する。

【事例】2019 年 1 月下旬、2 名の病棟職員を発端とするインフルエンザの集団発生があった。この時期におけ
る新潟県内の流行はピークを迎えており、地区によっては定点報告数が 100 を超えるところもあった。そのよ
うな状況の中で当該病棟内で感染の連鎖がおき、当該病棟職員 2 名と入院患者 7 名が次々インフルエンザを発
症、当該病棟と同フロアーで別病棟の職員が 2 名発症でインフルエンザの集団発生と判断し、その時点から感
染拡大予防策を強化すべく病院全館を閉鎖とし面会制限を行い、当該病棟の発症患者の隔離ならびに病棟単位
での抗インフルエンザ薬の予防投与、病院職員全体への注意喚起を迅速に行ない、標準予防策の徹底、マスク
着用を義務化した。最終的に流行は初発から約 1 週間で沈静化し、感染対策委員長より終息宣言が発令され全
館閉鎖・面会制限解除となった。本事例によって、インフルエンザの流行期前を含めた初期対策やアウトブレ
イク時の対応手順について考察する機会となった。

【考察】感染拡大の要因として症状が軽く罹患していることに気づかず勤務していたこと、予防投与の遅延、
事前の標準予防策、飛沫感染予防策が徹底できていなかったことが考えられた。また啓発用ポスター(入館制限)
マニュアル、当院のアウトブレイク時の対応手順の一部追加・改訂を行ない、次シーズンからはインフルエン
ザ対策スケジュール表を作成し、いつ、誰が、どのような対策をいつまで講じるのかを明確にした。

【まとめ】
今回、開院以来初めての全館閉鎖となり家族への対応、ポスター掲示なども含めて職員誰もがあたふたとして
いた。アウトブレイクの早期終息には、病院が一丸となりインフルエンザ対策に取り組むことが重要であると
感じた。
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8-9-2　感染症③
インフルエンザ院内感染防止のための予防内服方法の確立を目指して 
インフルエンザから患者・職員を守るため

阪和第二泉北病院

やました まゆこ

○山下 万由子（看護師），髙田 實，堀田 瑞夫，高尾 美希，辻 由美子，山﨑 敏明，丸岡 優太，小関 真由美，
中井 順子，山本 利江子

【背景】
 当院は療養病床 734 床を含む、身体障害者施設や人工関節センター、緩和ケア病棟を有する総病床数 969 床
のケアミックス型の病院である。平成 26・27 年度は１病棟に院内発生患者が 10 人以上のアウトブレイク病棟
が数病棟あり、多くが職員媒介となる接触感染が考えられた。長期療養型病床群におけるインフルエンザの拡
大予防として、（オセルタミビルリン酸塩；タミフル）を使用した予防内服の方法が確立されていない。

【目的】
 長期療養型病床群におけるインフルエンザの拡大予防として、タミフルの予防内服方法を確立する

【方法】
 タミフル（１cap ×７日間）による予防内服の有用性について、予防内服未実施の群（平成 26/27 年 ・平成
27/28 年；未群）、職員に対してのみ予防内服を実施した群（平成 28/29 年；職群）、職員に加えインフルエン
ザ発生患者と同室の患者に予防内服を実施した群（平成 29/30 年・平成 30/31 年；職患群）にわけ、当院入院
中インフルエンザ発症件数をχ 2 乗検定で比較検討した。

【結果】
 それぞれの群の院内発生患者数、未群（平成 26/27 年・48 名）、（平成 27/28 年・66 名 )、職群（平成 28/29 年・
77 名 )、職患群（平成 29/30 年・39 名・平成 30/31 年度 13 名）であった。インフルエンザ発生数は未群と職
患群では（ｐ <0.0001）、未群と職群は（ｐ =0.149）であった。この結果から、タミフルの予防内服は職員と
患者双方に実施する方が、効果が大きいことが分かった。

【考察】
 インフルエンザの予防内服を職員と患者の双方に実施する方法が、感染制御に有効な方法であると考えた。

【結語】
 院内のインフルエンザ感染制御に、タミフルの予防内服は有効であった。方法として職員、患者の双方に予
防内服を行う事で、感染拡大を未然に防ぐことが出来ることがわかった。
引き続きアウトブレイク病棟０を継続できるように取り組みたい。
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8-9-3　感染症③
増床後 4 年間の療養型病院におけるインフルエンザ発生状況～特に 2018/2019 シーズンのアウト
ブレイクについて

医療法人社団寿光会栗源病院

かやの こうぞう

○萱野 幸三（医師），山本 泰，中山 美香，鎌形 三代，北崎 敏子，鵜之澤 幸子，山口 美知子，溜渕 美香子，
川島 知沙

（はじめに）当院は 2015.5 月より療養病床を 66 床（1 病棟体制）から 165 床（3 病棟体制）に増床した。その
後 4 年間のインフルエンザ患者発生状況、特に 2018/2019 シーズンにおけるアウトブレイクについての反省と
考察を中心に報告する。（発生状況）(1)2015/2016 シーズン（1 年目）：入院患者・職員数の大幅な増加過程で
迎えた 1 年目は感染対策不備から合計 4 名の患者発生。(2)2016/2017 シーズン（2 年目）：1 年目の反省から感
染対策を強化した結果、患者数ゼロを達成。(3)2017/2018 シーズン（3 年目）：同様の感染対策を行い 1 名のみ
の患者発生。(4)2018/2019 シーズン（4 年目）：同様の感染対策にも関わらず全病棟で合計 17 名とアウトブレ
イク。（感染対策）(1)1 年目： (A) 職員の感染対策意識の低下：(A-1) 発熱による体調不良でも通常業務、(A-2)
インフルエンザ罹患・解熱後早期の職場復帰、(A-3) 家族内の感染状況の把握が不十分、(B) 患者および職員の
ワクチン接種率の低下、および (C) 感染対策委員会の制度不備が院内感染拡大につながった。(2)2 年目および
3 年目：1 年目の反省を踏まえ (A) 感染対策意識向上目的の講義、(B) 毎日の勤務前検温による職員の健康管理、 
(C) 家族内の感染状況による就業規則遵守の徹底、(D) ワクチン接種の積極的推奨など含め感染しない・持ち込
まない・拡げないの 3 原則に取り組んだ結果、2 年目患者数ゼロ、3 年目患者数 1 名。(3)4 年目：同様の感染
対策にも関わらず 17 名発生のアウトブレイク。（考察および結語）増床後 1 年目の反省と対策により 2 年目お
よび 3 年目はインフルエンザ発生を抑制することが出来たにも関わらず 4 年目にアウトブレイクを経験した。
機序としては(A)インフルエンザ発症直前の無症状期間の職員から患者への「持ち込み感染」および(B)デイルー
ム / 食堂での感染患者から患者同士での「拡大感染」パターンであり、「感染を持ち込まない」点への危機意
識向上および対策が最重要であると考えられた。
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8-10-1　介護計画
病棟で介護計画立案に対しＩＣＦ（国際生活機能分類）分析を行った一事例～介護計画立案の導
入を目指して～

医療法人社団青葉会　小平中央リハビリテーション病院　看護部

はせがわ えいじ

○長谷川 栄治（介護福祉士），江口 光

　Ａ療養病棟では、病棟介護職員による介護計画立案の導入を試みているが、看護診断から導かれた介護計画
が立案され、介護の専門性を活かし切れていない現状がある。そこでＩＣＦ分析と介護計画を立案。新たな生
活課題の発見と生活課題を導いていく過程を再確認する事で、介護計画立案の第一歩となった為、ここに報告
する。
Ⅰ．目的
　１．Ａ氏のＩＣＦ分析と介護計画を立案。病棟介護職員対象に事例検討会を開きＩＣＦ分析の理解を深めて
介護の専門性を活かした介護計画立案の導入に繋げていく。
Ⅱ．方法
　１．対象：Ａ氏　50 代男性　診断名　橋梗塞、高血圧、気管切開、胃廔
　２．方法：Ａ氏のＩＣＦ分析した表を作成、それを踏まえた介護計画立案を行う。病棟介護職員を対象に事
例検討会を行いアンケート回収。
　３．評価方法：アンケート内容の分析。
Ⅲ．結果
　看護診断から導かれた介護計画と比較で、Ａ氏の全体像から「よくするための突破口を見つける」視点から
検討。上肢筋力アップや耐久性アップと漠然した項目ではなく、手指と腕の自動運動、車イス上で端座位保持、
嚥下体操時の発声練習といった日常生活で関わる項目を挙げ、目に見えて成果の分かるものとした。
Ⅳ．考察
　アンケート結果は、5 段階評価の平均「理解度」3.7 点、「知識の習得」3.7 点、「実際に実施できるか」2.8 点
と、十分な理解は深められなかったと考えた。ただ事例検討会が情報共有の場となり “ 気づき ” があり、根拠
のある生活課題を導くことが出来た。同時に、生活課題を導く過程を追体験してもらうことが出来た。また質
の高い介護計画立案の導入には、他職種との連携や情報共有が不可欠であると考えた。
Ⅴ．まとめ
　事例検討会自体、多くの反省点が挙げられたものの有意義な取り組みとなった。今後も事例検討会を実施し、
ＩＣＦ分析の理解を深め、他職種と連携し、質の高い介護計画立案の導入を目指していきたい。
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8-10-2　介護計画
介護計画に理学療法士が介入し介助量軽減と日常生活動作の拡大を図れた一例

原土井病院　リハビリテーション部

まつお たくや

○松尾 卓哉（理学療法士）

[ 目的 ] 近年、介護施設や障がい者支援施設で勤務するケアスタッフ等の医療従事者が不足しており、介護の
効率化を図るために過介助になっている場面がある。今回、介護計画を再検討する為にケアスタッフの依頼で
理学療法士（PT）が介入し、身体機能評価や下肢装具の処方、リハビリテーション ( リハ ) を行った。その結
果、移動における介助量軽減と日常生活動作 (ADL) の拡大に繋げることが出来たため報告する。
[ 経過 ] 対象者は、デイサービスにおいて歩行を Demand としている 40 歳代男性。一酸化中毒による右前頭葉
障害、左片麻痺を呈し、中等度認知障害、歩行失行あり。回復期リハ施行後、本施設に通所される。通所直後
は主に杖歩行にて移動されていたが、頻回の転倒歴あり車椅子自走が中心となっていた。PT 評価は、
Brunnstrom stage: Ⅴ、左下肢粗大筋力 :5 レベル、左下肢関節可動域 : 特記すべき制限なし。移動 FIM:3 点、
10m 歩行テスト :38.3 秒であった。立脚終期～遊脚初期における左足関節背屈動作の緩慢さを認め、左趾先が
床とのクリアランス低下を誘発し歩行時の転倒リスクを増大させていた。訓練は、義肢装具士と湯の児式短下
肢装具 (AFO) を検討 ･ 製作して歩行訓練を行った。その他に下肢筋力 ･ エルゴメーターを週 1 ～ 2 回約 30 分
実施した。
[ 結果 ] 湯の児式 AFO を処方しリハを継続した結果、左趾先が床とのクリアランスを確保でき、移動 FIM:5 点、
10m 歩行テスト :29.2 秒と向上を認め Demand である杖歩行の獲得することができた。
[ 結語 ] 今回、ケアスタッフと連携し介護計画に PT が介入し、リハや装具処方を行い介助量軽減と ADL の拡
大に繋げることが出来た。介護施設では自立可能である ADL においても過介助にならざるを得ない現状が報
告されている。ケアスタッフのマンパワー不足の解消に PT の介入が不可欠であり、生活期でも ADL の維持・
拡大を図るために他職種連携が必要である。
[ 倫理的配慮 ] 被験者に対して説明し同意を得た。
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8-10-3　介護計画
介護過程を理解し、介護実践する必要性について 
～患者の意向に沿った離床の実現を目指して～

医療法人社団喜生会　新富士病院

さの ちふみ

○佐野 千富美（介護職），木島 金夫，川上 正人，中島 一彦

【はじめに】
当院の介護科では、ＡＤＬの低下や生活不活発病予防の為、『寝かせきりにしない介護の実践』を目標に日々
取り組んでいる。前年度の研究では、離床満足度評価として、「フェイススケール表」を活用しながら、個々
に合った離床内容を充実する事で、療養生活にどのような変化が見られたか検証したが、介護の専門職として、
安全で、良質でしかも患者毎個別化された介護計画であるか、定期的に確認・改善していく事を共通認識し、
実践する事が課題となった。
その為、介護計画の立案・実施・評価を的確に行える様に目標評価表を作成し、評価した。
 

【研究方法】
対象：平成 30 年 6 月現在 役職者を除く介護職員 48 名
期間：平成 30 年 6 月～平成 31 年 3 月
データの収集方法
① 目標評価表を作成し、情報収集・介護計画立案までの期間・身体拘束についての理解・介護計画に沿った
ケアの提供・情報共有・介護計画内容の 6 項目について１ヶ月毎自己評価を行う。
② 隔月で、役職者・チームリーダーで他者評価を行い、評価内容について各職員で見直しをする。
③ ①②結果を月例会議にて報告・評価・分析した。
 

【結果】
研究実施９ヶ月を通し、情報収集・身体拘束についての理解・情報共有・介護計画内容の４項目については、
多少ではあるが、改善傾向にあった。しかし、患者の状態変化時の介護計画の再立案については、約８割の職
員が行えておらず、介護計画に沿ったケアを約 4 割の職員が行えていないという結果であった。
 その理由として、①病棟間での取り組みに格差が見られ、さらに研究において各リーダーの認識不足が生じ、
統一した取り組みが出来なかった②介護計画作成に対し、職員の困り事を分析できなかった事であると考えら
れ、今後の課題として取り組む必要がある事が解った。
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8-10-4　介護計画
昼夜逆転のある患者へのアプローチ

医療法人おもと会大浜第二病院　看護部

おやどまり ひろき

○親泊 宏樹（介護福祉士），當眞 弓子，玉城 良太

【はじめに】

 療養病棟は、ADL 全介助で寝たきりの患者が殆どである。ベッド上で、過ごす時間が長く、日々のケアの中で、
私たちはコミュニケーションを積極的に図っているが意思疎通が難しい。また外的刺激も少ない環境にある為、
昼夜逆転しやすく、イライラ感や不安感を感じる事がある。          
今回、昼夜逆転のある患者を対象に、夜間の睡眠改善と日中の療養生活活性化を目指して、足浴・離床・除圧
を行う事により変化が見られたので報告する。           

【研究期間】2019 年 3 月 4 日～ 6 月 9 日
対象および方法                

【対象者】昼夜逆転傾向・精神的不安と考えられる問題行動のある患者 4 名
【方法】                    
①週 3 回の足浴               
②車椅子離床（日光浴・散歩等）・集団リハビリ 
③夜間の体位変換を除圧に変更

【倫理的配慮】
 院内の倫理規定にそって、研究目的と写真の使用について家族の同意を得、画像は個人が特定できないよう
加工した。

【結果】
夜間の睡眠時間が延長し、問題行動は平均回数が減少した。

【考察】
対象者 4 名の結果に違いは見られたが、車椅子離床・足浴をすることによって、日中の生活活性化に繋がり、
昼夜逆転や精神的なイライラ行為が軽減できたと考えられる。また、夜間の体位変換を除圧に変えたことで、
睡眠の妨げを減らすことができ、療養生活リズムを取り戻すことができたと考えられる。
チェックシートを活用し、睡眠状況を把握することで、患者の睡眠パターンを知ることができ、職員間の情報
共有に繋がりケアの統一と見直しに繋がった。

【まとめ】
 今回の取り組みによって、患者の昼夜逆転や精神的不安を軽減することができた。今後も、離床・足浴を継
続し患者がより活発で充実した入院生活を提供できるように、支援していきたい。
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8-10-5　介護計画
尖足の改善に取り組んで

日の出ヶ丘病院　看護部

のじま ひろみ

○野島 弘美（介護職）

Ⅰ はじめに
 S 氏は慢性血栓塞栓症のため、酸素を吸入しながら自立歩行が可能な状態で入院中だった。
入院中に肺炎を発症し、禁食となり、点滴治療が開始となった。治療に必要な安静のために廃用が進み、日常
生活動作は全介助、足は尖足状態になってしまった。
このままでは立位をとることが困難になると考え、尖足の改善を目的として取り組みを行ったのでここに報告
する。
 
Ⅱ 患者紹介
 S 氏 女性 年齢 79 歳
 病名 慢性血栓塞栓症 肺炎
 
Ⅲ 倫理的配慮
 本人、御家族に説明のうえ、了承を得た。
 
Ⅳ 問題点
 尖足のため立位を取ることが難しい。
 
Ⅴ 目標
①足の裏が床に着けるようになる。
②端座位ができるようになる。
③手引き歩行できるようになる。
 
Ⅵ 実施・結果
①ホットタオルを用いた足のマッサージ
 1 週間後、背屈が出来るようになってきた。
②端座位になりやすい角度を探しながらギャッジ UP の角度を調整した。
 2 週間後、起き上がることが出来るようになった。
③ベッドサイドで出来る運動
 1 ヶ月後、立位が安定し、手引きでトイレまで歩けるようになった。
 
Ⅶ 考察・まとめ・おわりに
 最初は寝たきりのＳ氏が歩けるようになるなんて思っていなかったがプライマリーＮＳがマッサージして可
動域が変化していくのを見て元の歩ける状態に戻れるのではないかと感じた。プライマリーＮＳ・ＰＴ・ＯＴ
と情報交換をし、Ｓ氏の気持ちや考えを尊重する事により下がっていた気持ちが前向きになった。マッサージ
により痛みが改善し、起き上がる恐怖心などが解消され、さらに積極的になれたことでスムーズに行えた。周
りのスタッフとの情報交換により、色々な可能性がある事を知りＳ氏にとって苦痛がなく楽しめるプランを提
供できたと思う。
この取り組みにより関わった患者がまた歩けるようになったことは私自身の励みになり仕事への自信に繋がっ
た。
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8-11-1　介護予防
通所リハビリテーションの評価における疾患別の因子構造

永生病院

おおつか さちこ

○大塚 早智子（理学療法士），三宅 英司，金子 弥樹

【目的】
当通所リハ評価項目を構成する因子を疾患別に明らかにすることとした．

【方法】
平成 30 年 10 月から平成 31 年 3 月までに当通所リハを利用した 239 人のうち，運動器疾患と脳血管疾患の
163 人を対象とした．評価は利用開始時に実施し，項目は握力，5m 最大歩行速度（5mMaximum Walking 
Speed：5mMWS），Timed Up & Go test（TUG），Functional Independence Measure（FIM）運動項目（FIM-M），
FIM 認知項目（FIM-C)，Frenchay Activities Index（FAI），Life Space Assessment（LSA）の 7 項目とした．
対象を運動器疾患群（運動器群）139 人（男性 32 人，女性 107 人，82.5 ± 6.6 歳）と脳血管疾患群（脳血管群）
24 人（男性 15 人，女性 9 人，72.5 ± 7.3 歳）に群別し，各群で探索的因子分析（一般化された最小 2 乗法，
直接オブリミン回転）を行い，固有値が 1 以上の因子を抽出した．分析からの除外基準は，因子負荷量が 0.4
未満の項目とした． 

【結果】
運動器群と脳血管群で，握力は 17.8 ± 6.6kg ／ 23.8 ± 8.8kg，5mMWS は 1.0 ± 0.3 秒／ 0.8 ± 0.4 秒，TUG は
12.3 ± 5.0 秒／ 18.7 ± 9.4 秒，FIM-M は 84.4 ± 5.8 点／ 81.5 ± 9.6 点，FIM-C は 34.0 ± 1.8 点／ 33.2 ± 3.1 点，
FAI は 20.7 ± 8.4 点／ 15.8 ± 7.2 点，LSA は 45.7 ± 20.2 点／ 30.6 ± 25.7 点であった．探索的因子分析の結果，
運動器群は 1 因子，脳血管群は 2 因子が抽出され，累積寄与率は運動器群が 45.2%，脳血管群が 61.1% であった．
運動器群の第 1 因子は 5mMWS，TUG，FIM-M，FAI，LSA の 5 項目で「身体機能 ･ 生活状況」と解釈した．
脳血管群の第 1 因子は TUG，5mMWS，握力の 3 項目で「身体機能」，第 2 因子は FAI，FIM-M，FIM-C，
LSA の 4 項目で「生活状況」とそれぞれ解釈した．

【考察】
運動器疾患は 1 因子構造，脳血管疾患は 2 因子構造となることが示唆され，評価項目の選択基準になり得ると
考える．
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8-11-2　介護予防
地域在住高齢者の体操教室における疼痛と活動・参加に対する効果と関係について

永生病院　リハビリテーション科

みやけ えいじ

○三宅 英司（理学療法士），安藤 達也，金子 弥樹

【目的】我々は、地域在住高齢者に対して介護予防事業の一環で体操教室を実施した。目的は、体操教室にお
ける疼痛と活動 ･ 参加に対する効果を明らかにすることと、それらの関係について検討することである。

【方法】対象は、2018 年 3 月から 2019 年 2 月に開催した体操教室の参加者で、要介護認定者を除いた 34 名（男
性 7 名、女性 27 名、年齢 74.7 ± 6.0 歳）とした。疼痛は、痛くないからひどく痛いまでを 5 段階として質問
紙で調査した。活動 ･ 参加目標は理学療法士が個別に問診して、その主観的実行度と満足度を 100 点で評価し
た。統計学的検討として疼痛は、痛くないとほとんど痛くないを疼痛なし ･ 軽度者、痛いからひどく痛いまで
を中等度 ･ 重度者として、開始時と終了時ごとに人数（割合）を算出して、χ 2 検定を行った。活動 ･ 参加目
標の実行度と満足度は、開始時と終了時の得点を Wilcoxon の符号付き順位検定で比較した。さらに疼痛の変
化から維持 ･ 改善群と悪化群に群別して、実行度と満足度の変化量をそれぞれ Mann-Whitney の U 検定で検
討した。

【結果】疼痛なし ･ 軽度者と中等度 ･ 重度者の人数（割合）は、開始時 15 人（46.9％）、17 人（53.1％）、終了
時 17 人（53.1％）、15 人（46.9％）で、有意な関連（p=0.005）を認めた。活動 ･ 参加目標の実行度と満足度は、
開始時 59.7 ± 26.1 点、65.9 ± 23.6 点、終了時 76.8 ± 17.0 点、79.5 ± 16.7 点で、実行度（p=0.002）と満足度（p=0.001）
ともに有意な改善を認めた。疼痛の維持 ･ 改善群と悪化群で実行度（p=0.540）と満足度 (p=0.269) の変化量に
有意差は認めなかった。

【考察】地域在住高齢者を対象とした体操教室は、疼痛と活動・参加の改善に有効であるが、それらに関係は
認められない可能性が示唆された。
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8-11-3　介護予防
地域在住高齢者における嚥下機能とロコモティブシンドローム及びフレイルとの関連性

緑成会病院

いけだ ゆうき

○池田 友記（言語聴覚士），石井 優香，南 健太郎，菊地 章江，榎本 智，松本 徹也，中澤 直

【背景】健康寿命を保っている高齢者で、ロコモティブシンドロ－ム（以下ロコモ）やフレイル状態にあると
判定された人のうち、嚥下機能が低下している人どの程度いるのか、実際に数値化された調査を行った例は少
ない。【目的】当院の健康教室に参加された地域在住の高齢者に対し、嚥下機能とロコモ及びフレイルについ
て調査を行い、結果の考察を行うことで、関連性を明らかにする。【対象】当院近隣在住の高齢者 28 人（男性
9 人、女性 19 人）、平均年齢 75.4 歳であった。【方法】嚥下評価として、反復唾液嚥下テスト（以下 RSST）、
改訂水飲みテスト（以下 MWST）、水飲みテスト、舌圧、EAT10 を実施。ロコモ評価としてロコモ 25 を使用。
フレイル評価として日本版 CHS 基準（以下 J-CHS 基準）を使用し、各項目の比較検討を実施した。【結果】
嚥下評価の各項目で 1 つでも陽性判定となった（以下嚥下低下群）のは 60.7％（17 人）であった。ロコモ 25
は 12 人を対象に実施し、41.6％（5 人）がロコモと判定。この中で嚥下低下群は 60％（3 人）であった。
J-CHS 基準による評価は 16 人を対象に実施し、75％（12 人）がプレフレイル、12.5％（2 人）がフレイルと
判定。この中で嚥下低下群は 71.4％（10 人）であった。また、この 16 人中 6 人が、最大舌圧が年齢基準値以
下であり、その 83.3％（5 人）がプレフレイルやフレイルであった。【考察・結論】地域在住高齢者において
ロコモやプレフレイル、フレイルと判定された場合、嚥下機能も低下している可能性が示唆された。既報にお
いても元川が「聖隷式嚥下質問紙で被験者を選別した結果、健常群と比較し障害群では有意にフレイルの割合
が高かった」と報告しており、この段階で嚥下機能強化訓練を行うことで、要支援・要介護状態への移行を防
げる可能性がある。また、舌圧がプレフレイルやフレイルの判定項目の 1 つと成り得る可能性が示唆された。
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8-11-4　介護予防
介護予防事業の検証により今後の事業展開を考える 
～平均寿命に健康寿命を近づける～

安来第一病院

おおた まさひで

○太田 真英（理学療法士），石川 浩志，原 治

【背景・目的】
 現在、平均寿命も健康寿命も延びてはいるもののその差の 10 年は縮まっていない。20 年ほど前からいわゆる
介護予防事業を行ってきたが、この度、当院で行ってきた介護予防事業を振り返り、今後の地域包括ケアシス
テムにおける介護予防事業を検証したのでここに報告する。

【倫理的配慮】
  安来第一病院倫理委員会の承認を得て実施した。

【方法】
 介護予防事業の実施内容とその時の施策を比較し、改善点等を検証し今後の介護予防事業に繋げる。

【結果】
 第 1 期（創世期）
 サービスで送迎を行い、3 カ月 12 回のコースで 3 名ほどの参加者であった。市民への広報が出来てなく参加
者少ない。
 第 2 期（特定高齢者施策期）
 送迎は継続する。3 カ月 12 回のコースを 1 グループ 8 人程度で 3 グループ行うくらいの参加者がある。卒業
後のコースを準備して運動習慣を継続的に提供できるようにする。運動の継続は可能だが、生活に結びつかな
い傾向があった。
 第 3 期（2 次予防施策期）
 運動機会を提供はするが、生活習慣の広がりなどを評価に取り入れ、普段の生活の中で運動習慣をつけてい
く方向にシフトする。継続的に運動に来られない卒業生の方に 1 年後の運動習慣をアンケートで確認した。来
院しないと運動継続が難しい。
 第 4 期（地域包括ケアシステム導入期）
 当院での運動だけでなく、地域に出向いて運動を行うような事業にシフトした。1 度だけの評価ではなく継続
的に評価することにより、運動の効果を示していけるようになる。運動だけでなく、管理栄養士等と一緒に講
座を開く。

【考察】
 運動中心の事業展開から、他職種連携し地域に出向いての事業展開へシフトすることで、平均寿命に健康寿
命を近づける事業にしていきたい。
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8-11-5　介護予防
認知症予防の為のノルディック・ウォークを活用した歩幅改善

松谷病院

とみた ゆう

○富田 悠（健康運動指導士），梶原 庸平，松谷 之義

【研究目的】介護予防において認知症予防は重要な課題であり、「歩幅が狭い人は広い人（男性 70.6㎝以上、女
性 65.1㎝以上）に比べると 3.39 倍も認知機能低下が起こりやすい（東京都健康長寿医療センター研究所調べ）」
と言われている。当法人では介護予防運動としてノルディック・ウォーク（以下ＮＷ）を積極的に実施してお
り、ＮＷの効果の一つである「歩幅が広がる」ことが認知症予防に有効活用できるよう検証を行う。【方法】
初めてＮＷをされる 42 名（61 ～ 89 歳までの男性 8 名・女性 34 名）を対象に 5 ｍ通常歩行（前後 2 ｍの加速・
減速区間を設定）の歩幅を測定（歩行速度も計測）、その後約 30 分間ＮＷ 10 ｍ× 8 ～ 10 往復行い、再度通常
歩行の測定を行う。【結果】歩幅は 4.64㎝、歩行速度は 9cm/ 秒それぞれ有意に増加した（ｐ＜ 0.01）。男女別
では、男性において歩幅は 9.25㎝、歩行速度は 11㎝ / 秒それぞれ有意に増加した（ｐ＜ 0.05）。女性において
歩幅は 3.56㎝、歩行速度は 8㎝ / 秒それぞれ有意に増加した（ｐ＜ 0.01）。年代別で見ると、女性においてのみ、
75 ～ 79 歳区分で歩幅が 3.84㎝増加（ｐ＜ 0.05）、70 ～ 74 歳区分で 13cm/ 秒、85 ～ 89 歳区分で 10㎝ / 秒歩
行速度がそれぞれ増加した（ｐ＜ 0.01）。また 1 回目で歩幅が狭かった（男性 70.6㎝未満、女性 65.1㎝未満）
方で見ると、歩幅が 7.2㎝有意に増加した（ｐ＜ 0.01）。【考察】検証の結果より、NW が歩幅の改善に有効で
あると考えられる。さらに被験者の多くがＮＷ後の通常歩行の際、歩幅が広くなっただけではなく、背筋が伸
び、腕振りも大きくなり、歩く姿勢全体が変化していたことが印象的だった。また腰や膝に不具合があっても
ＮＷだと歩きやすいという感想をいただいたが、ポールをつくことで体重の約 30％を上肢で支えることから、
腰痛症や膝関節症をお持ちの方の認知症予防としても有効に活用できる可能性が高いと考えられる。
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8-11-6　介護予防
ノルディックポールを取り入れた介護予防教室～フィットネスでの取り組みとこれまでの成果～

医療法人松徳会　松谷病院

かじわら ようへい

○梶原 庸平（健康運動指導士），富田 悠，神保 優子，松井 孝文，松谷 之義

【目的】
大阪府枚方市において平成29年4月から介護予防・日常生活支援総合事業がスタートし、当法人ではノルディッ
クポールを使用した座位中心の体操を行っている。今回はその体操が要支援者の身体機能にどのような影響を
及ぼすのかについて報告する。

【方法】
対象は「元気ノルディック体操（以下元気ノルディック）」と名付けた教室型通所事業に平成 29 年 4 月～平成
31 年 3 月の期間で参加した 65 歳以上の要支援者 7 名（男性 4 名、女性 3 名、平均年齢 79 歳± 6.7 歳）であっ
た。元気ノルディックは 1 時間 / 回、1 回 / 週、3 カ月間の全 12 回で構成され、1 回目（教室参加前）と 11
回目（教室参加後）にそれぞれ体力測定（長座位体前屈、開眼片足立ち、ファンクショナルリーチ、握力、2
ステップテスト、TUG、5m 歩行）と体組成測定（体重、体脂肪率、筋肉量、BMI、腹囲）を行い、比較した。

【結果】
教室参加前よりも参加後において、体力測定では、2 ステップテストは 20cm（P<0.01）、ファンクショナルリー
チは 5cm・長座位体前屈は 2cm（P<0.05）それぞれ有意な改善傾向が見られた。また他の 4 種目においても
有意差はないが改善傾向が見られた。体組成測定では、腹囲は BMI 肥満型で有意な改善傾向（P<0.05）、体重
と体脂肪率は有意差はないが BMI 肥満型で減少傾向であった。筋肉量は有意差はないが普通型・肥満型とも
に維持する傾向となった。

【考察】
ノルディックポールを使用した体操が要支援者の身体機能（特に歩行能力（歩幅）、柔軟性、動的バランス、
腹囲）に影響を与える可能性が示された。今後もノルディックポールを安全で効果的に提供できる方法を検討
し、フィットネス現場での普及に努めたい。


